
















容認していた 10 その後 国際会計基準委員会は 1989年1月に公開草案第3
号(，法人所得税の会計 (Accountingfor Taxes on Income) J)を公表し，







さらに， 1994年10月に再度公開草案第49号 (1法人所得税(IncomeTaxes) J 
を公表して，旧IAS12の改訂作業を進めた。この結果，国際会計基準委員会
は， 1996年10月に改訂国際会計基準第12号「法人所得税(IncomeTaxes) J 










人所得税の会計 (Accountingfor Income Taxes)J (以下， ISFAS96J と呼
ぶ)を公表し，この改訂版として1992年2月に財務会計基準書第109号「法人
所得税の会計 (Accountingfor Income Taxes) J (以下， ISFAS 109Jと呼ぶ)
を公表した。 SFAS96およびSFAS109のもとでは，負債法と基本的に同じ方































































































































決算日 税引前利益 税金費用 当期利益
(12月31日) (単位千ポンド) (単位千ポンド)(単位千ポンド)
1993 1，000 330 670 
1994 1，000 。 1，000 
1995 1，000 660 340 
1996 1，000 330 670 
7 この設例は，イギリスの会計基準審議会 (AccountingStandards Board)による『税




決算日 税引前利益 税金費用 当期利益
(12月31日) (単位千ポンド) (単位千ポンド)(単位千ポンド)
1993 1，000 330 670 
1994 1，000 330 670 
1995 1，000 330 670 
















































































を容認していた。しかしながら， IAS No.12は，繰延法を禁止し，もう 1つの
負債法(貸借対照表負債法と呼ばれることもある)の適用を要求している。






















また， B. J.エプステインとA.A.ミルザ([ 4]， p.513)は，上記の 2つ論
10 文献 ([12J，216-225頁)を参照のこと








































































































































































































































































































































































































































22 IAS No.9 ([10]， para.15)は， i研究費は，それらが発生した期間に費用として認識す
べきであり，その後の期間に資産として認識すべきではない。」と規定している。なお， IAS 






























































































































合計 80 9 
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